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１． API連携テスト・GUI連携テストについて
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協力事業者による
API・GUI 連携テスト

API連携テスト
仕様調整・開発作業（システム改修）・疎通テスト

GUI連携テスト
テスト仕様作成・テスト準備

テスト仕様作成・テスト準備

仕様調整・疎通テスト

構築事業者によるテスト実施

①協力事業者（予定・１０月２７日時点）

API連携テスト：１０者 GUI連携テスト：５者及びAPI連携テスト協力事業者のうち協力頂ける者

②スケジュール（下図参照）

協力事業者とのテスト期間は、各事業者の事情も踏まえ、適宜調整しつつ進める。

協力事業者との調整をできるだけ速やかに行い、両テストとも、2021年１月から３月までの間に実施予定。

③なお、港湾関連データ連携基盤に関する公開APIの仕様確定及び最終提示は2020年10月末を予定。

○ API連携テスト・GUI連携テストは、2021年4月からのシステム稼働に向け、事業者の方々にも
ご協力頂き、構築完了後の港湾関連データ連携基盤で、システム間・帳票間のデータ連携が問
題なくできるかどうかを確認することを目的として実施するものである。



２．利用にあたって事業者が必要な手続きの流れ（①利用申請）

【利用申請におけるポイント】
○ 業界団体経由ではなく、各事業者が個別にウェブサイト上の申請フォームから利用申請を行う方法とする。

○ 利用申請項目として、会社情報等に加え、事業免許・届出の写しを運営主体（当面は国土交通省港湾局）に
提出する（事業免許・届出がある場合のみ） 。同時に、申請者は利用規約に同意するものとする。

○ 運営主体は、申請情報に基づき、事業種別ごとの権限を付与する。

申請者 運営主体

①利用申請

（１）事業免許・届出がある業種の場合

会社情報、ユーザー情報（管理ユーザー）を登録
事業免許・届出の写しを提出
※事業免許の写しを提出してもらうことをもって、
申請された事業種別の権限があるものとみなす

（２）事業免許・届出を必要としない業種の場合

会社情報、ユーザー情報（管理ユーザー）を登録

3. 利用申請内容の確認、コンプライアンスチェック（反社会
的勢力の除外）を行ったうえで、申請内容に基づき、事
業種別ごとの権限を付与

※複数の事業免許・届出をもっている事業者については、
登録する事業種別ごとに申請を行う。

連携基盤上の「事業種別」 事業免許等

外航船社
船舶運航事業者、船舶貸渡業者、
海運仲立業者

船舶代理店 海運代理店業者

内航船社 内航海運業

NVOCC/フォワーダ 貨物利用運送事業者

陸運業者 貨物自動車運送事業者

ターミナルオペレータ
港湾運送事業者

海貨業者

通関業者 通関業者

倉庫業者 倉庫業者

荷主 －

届出荷送人 届出荷送人

登録確定事業者 登録確定事業者

1. 利用申請

2. 利用規約への同意

利用規約についてはP6,7を参照
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【参考】 利用申請時に入力が必要な情報項目
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分類 項目名 必須 項目説明

会社情報

会社名 ○ 会社の名称

住所 ○ 会社の住所

代表者名 ○ 会社の代表者氏名

代表連絡先 ○ 会社の代表連絡先

法人番号 ○ 会社の法人番号

届出番号
△

（届出荷送人として
登録する場合、必須）

「届出荷送人」として事業種別の登録をする場合に、
必須の情報となる。

登録番号
△

（登録確定事業者として
登録する場合、必須）

「登録確定事業者」として事業種別の登録をする場合
に、必須の情報となる。

事業種別 ○
港湾関連データ連携基盤に登録する会社の事業
種別

ユーザー情報
（複数可）

管理ユーザー_アカウントID ○ 利用者（管理ユーザー）が事前に取得するID

管理ユーザー_氏名 ○ 利用者（管理ユーザー）の氏名

管理ユーザー_メールアドレス ○ 利用者（管理ユーザー）のメールアドレス

〇 利用申請時に必要となる情報項目は以下のとおり。
〇 事業免許・届出がある業種は、事業免許・届出の写しも提出する。



２．利用にあたって事業者が必要な手続きの流れ（②ユーザー登録）
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株式会社XX海運 ○○支店
通関事業部

△△支店
海貨事業部

港湾太郎

港湾次郎

港湾花子

港湾関連データ連携基盤における事業種別の割り当てとユーザー登録（イメージ）

②ユーザー登録

（３）「管理ユーザー」は各会社の
従業員を「一般ユーザー」とし
て組織に登録する。

※一般ユーザーが複数の組織に
所属することも可能。
図の場合、港湾次郎は「通関業
者、海貨業者、倉庫業者」の権
限で連携基盤上で帳票が利用
可能となる。

（１） 運営主体は、「会社」からの利用申請をもとに、連携基盤上に「会社」を登録し、 「会社」毎に一律の事業
種別の権限を付与するとともに、各会社内の管理者である「管理ユーザー」 ※1を登録する。

（２） 各会社の「管理ユーザー」は、会社の各事業所や支店、事業部（これらを「組織」という）を登録するととも
に、当該「組織」に事業種別を割り当てる※2。

（３） 各会社の「管理ユーザー」は、各会社の従業員を「一般ユーザー」として「組織」に登録する※3 。
連携基盤上では、「一般ユーザー」は組織の権限（事業種別）に基づき業務を進めることができる。
※1 「①利用申請」において、申請者が社内の管理者（＝管理ユーザー）を最低１名以上申請する。
※2 会社内に登録した「組織」には、各事業所や支店、事業部の業務実態に合わせ、複数の事業種別を割り当てることも可能。
※3 １ユーザーが複数の「組織」に所属することも可能。

事業種別②：
海貨業者

事業種別①：
通関業者

事業種別③：
倉庫業者

事業種別①：
通関業者

事業種別②：
海貨業者

事業種別③：
倉庫業者

（２）

（２）

（３）

（３）

（３）

（事業所・支店・事業部）＝「組織」会社 従業員（一般ユーザー）

（２）「管理ユーザー」は会社の各事業所や支店、事業部（「組織」）を登
録するとともに、当該「組織」に事業種別を割り当てる。

※ １つの「組織」に、複数の事業種別を割り当てることも可能。
（図では、海貨事業部に海貨業と倉庫業の２つの事業種別を割当）

（１）運営主体は、「会社」からの利
用申請をもとに、「会社」毎に一
律の事業種別の権限を付与し、
「管理ユーザー」も登録する。



○ 港湾関連データ連携基盤の利用開始にあたっては、利便性のみならず、安全性・信頼性を確保するため、
運用ルールの明確化が必要となる。

○ 他方、多様な関係者の利用が想定される中、各利用者と運用ルールを個別に調整することも非効率である。
○ このため、想定される関係者との調整のもと、利用範囲や責任の所在等について予め明示しておくことを目
的に、データ作成者、データ利用者及び基盤の運営者の間で包括的に適用される「規約」を整備することと
する。

３．運用に向けた規約の検討について

港湾関連デー
タ連携基盤
運営者

データ作成者A

データ作成者B

データ作成者C

データ利用者A

データ利用者B

データ利用者C

作成データ
の共有

共有データ
の利用

「港湾関連データ連携基盤利用規約」
（データ共用型契約）

いずれも、データ提供者にも
データ利用者にもなりうる「会員」

（共有データの匿名化のための）
集約・加工機能及び
データ提供サ－ビス

運営者含め、総称して「参加者」

・統計データ等の利活用
・データを活用した高度なソリュー

ションサービスへの利活用

第５回サイバーポート
検討WG資料を再掲
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３．規約（案）の構成
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○ 港湾関連データ連携基盤利用規約（案）の構成については、以下のとおり。
○ 今後、法律関係者にも相談しつつ、国土交通省港湾局において規約（案）を作成し、必要に応じて推進委員
会・WG構成員にも確認しながら、2020年度内に規約を確定させる予定。

【規約（案）の構成】

第１条 （適用）
第２条 （定義）
第３条 （会員となりうる者の区分等）
第４条 （港湾関連データ連携基盤の利用許諾）
第５条 （利用料及び納付方法）
第６条 （作成データの共有方法）
第７条 （共有データに関する適切な取得及保証/非保証）
第８条 （データ作成者によるデータ利用者へのデータ共有）
第９条 （データ利用者による共有データの利用）
第１０条 （データ利用者の共有データの管理責任）
第１１条 （港湾関連データ連携基盤運営者の運営責任等）
第１２条 （港湾関連データ連携基盤運営者等によるデータ活用）
第１３条 （責任の制限等）
第１４条 （データ漏えい等の場合の対応及び責任）
第１５条 （秘密保持義務）
第１６条 （個人情報の取扱）

第１７条 （規約の解除）
第１８条 （港湾関連データ連携基盤からの退会）
第１９条 （会員の地位または権利義務の譲渡）
第２０条 （港湾関連データ連携基盤運営者の地位

または権利義務の譲渡）
第２１条 （データの保全・復旧）
第２２条 （本サービスの提供の中止等）
第２３条 （サービス利用上の注意事項）
第２４条 （禁止事項）
第２５条 （免責事項）
第２６条 （存続条項）
第２７条 （完全条項）
第２８条 （準拠法）
第２９条 （紛争解決）
第３０条 （本規約の有効期間）
第３１条 （本規約の改訂）

このうち、第５条（利用料及び納付方法）、第１２条（港湾関連データ連携基盤運営者等によるデータ活用）に
ついては、今年度内に詳細が確定しないため、規約の内容を精査しつつ、必要に応じて細則を作成する方向で
検討中。



４．利用料金設定に係る方針

○ 2021年度からのシステム稼働、2023年度以降の運営組織による運用体制の確立を念頭に、運用体制確立ま
での間の利用料金は原則無料とし、運用体制確立以降に利用料金を徴収することを想定している。

○ 様々な利用主体毎の受益に応じた料金設定とすることを基本としつつ、基盤が我が国の国際物流における
「国際競争力強化」を目的としていることに鑑み、利用料金は極力低廉に設定することを想定している。

参考①：NACCSシステム利用料金

業務名 業務コード 単価（Ａ）「基本+ 
従量」の単価

単価（Ｂ）「従量 の
み」の単価

ACL情報登録（コンテナ
船用） ACL01 8円 10円

インボイス・パッキング
リスト情報登録 IVA 8円 10円

空コンテナピックアップ
登録 PUR 8円 10円

フリータイム情報登録 FTR 17円 20円

ブッキング情報照会 IBK 4円 5円

船積指図書（Ｓ／Ｉ）情
報登録 SIR 8円 10円

参考②：農業データ連携基盤（WAGRI）利用料金

出典：農研機構ウェブサイトより出典： NACCSセンターウェブサイトより、国交省作成 8



５．港湾関連データ連携基盤等のデータ活用について（案）

○港湾関連データ連携基盤のデータやＮＡＣＣＳデータを集計・加工し、匿名化を行った上で、国際海上コンテナ
輸送動向に関するデータの速報として公開。

注）以下の内容については現在、検討段階であるため、今後内容が変わる可能性がある。
概要

１．データ項目 ： 利用港湾、コンテナ本数 等

※特に、港湾関連データ連携基盤運営開始直後は、基盤に蓄
積されるデータが少ないことが見込まれるため、ＮＡＣＣＳの
データを活用しつつ、データを集計・加工、匿名化。基盤の
利用状況等を踏まえて、将来的にデータ項目の拡充を検討。

※データの収集および公開の方針について、関係者の意向を
確認しながら実施する。

※特にデータの公開においては個社情報に十分配慮する。

２．公開開始時期 ： 令和４年度以降

※令和３年度以降に必要なシステム改修を実施。

※この他、基幹統計及び一般統計の作成等に資するデータの活用方策について、港湾
関連データ連携基盤の管理・インフラ部門と連携しつつ検討。

ＮＡＣＣＳ

公
開

３．データの公開イメージ

港湾

関連
データ
連携
基盤

公開
データ
の
作成

※データの公開方法等、その他の事項については今後検討予定。
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